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１ 中期財政見通し改訂の目的 

四街道市中期財政見通し（令和４年度ローリング版）は、平成３１年３月に策定した

四街道市中期財政見通しに、策定後の社会情勢等の変動状況を踏まえ、実態に即した財

政見通しの修正を行い、計画期間を延伸するとともに、今後予定される事業の影響を予

測することにより、本市財政の健全かつ持続可能な財政運営の指針とします。 

また、令和４年度に着工を予定している庁舎建設事業については、本見通しの期間内

に完了する見込みとなっていますが、財源として総額４４億円程度の地方債を発行し、

２０年間に渡って償還していく見込みであることから、令和３３年度までの３０年間の

長期的な公債費推計についてもあわせて検討し、その結果を掲載しています。 

 

【参考】四街道市中期財政見通し 

中期的な財政収支の見通しを立て、今後予定される事業の影響を予測することにより、

本市財政の健全かつ持続可能な財政運営の指針とします。また、市民・職員等に対して、

財政に関する情報を幅広く提供し、当市の財政運営への理解を深め、その改善を着実に

進めるための契機とします。 

 

２ 推計期間 

 令和４年度から令和８年度までの５カ年とします。 

 

３ 財政見通しの見直し 

財政見通しの内容は策定時点のものであり、今後の社会状況の変化、国や地方の財政

制度の動向等に適切に対応するとともに、事業の見直しを柔軟に行い、毎年度、変動状

況を踏まえてローリング（時点修正）を行います。 

 

４ 会計の単位 

 普通会計を単位とし、歳入は財源別、歳出は性質別に試算しています。 

 ※普通会計とは・・・地方財政状況調査において用いられる統一的な会計区分です。本市では一般

会計のみとなります。 

 

５ 中期財政見通しの試算条件 

・ 各項目の試算方法は、平成２８年度～令和２年度決算の平均値や平均増減率、令和

２年度決算数値等を用いて試算しています。さらに、令和４年度以降の新規事業分の

事業費見込み額及びそれに伴う特定財源については、各項目にそれぞれ加算していま

す。 

※平均値や増減率は、臨時的な事業に対する経費等を控除して算出(臨時福祉給付

金、特別定額給付金等） 

・経済成長率：±０．０％ 

・物価上昇率：±０．０％ 

（新型コロナウイルスの影響により、今後の経済情勢の予測が難しいため、本改訂

では経済成長率及び物価上昇率による影響を加味しない） 

・人口推計：四街道市人口ビジョン（令和２年２月改訂）より推計。 
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・ 本見通しは、決算ベースにて試算していますが、毎年度の決算収支は財政調整基金

にて調整するため、繰越金は発生しないものとします。 

・ 財政運営上の課題を明らかにするため、今後見込まれる新たな行革効果は含みませ

ん。 

・ 見通しの数値は、今後の景気動向や地方財政計画、税制改正などの影響により変動

することがあるため、将来の予算編成を拘束するものではありません。 

 

 

 

 

 

※数値の端数処理について 

 数値については、単位未満の端数を四捨五入で処理している場合があるため、合計と内訳の

数値が一致しないことがあります。 
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６ 中期財政見通しの推計方法 

 ＜歳入＞ 

項  目 推 計 方 法 

市 税 

・税目毎に推計値を積み上げる。 

・個人市民税は、令和２年度調定額を基礎に、生産年齢人口推計を見

込む。 

・法人市民税は、過去５年の平均額を基礎として見込む。 

・固定資産税及び都市計画税は、評価替え等による変動を見込む。 

地方譲与税 

各種交付金 
・令和３年度の決算見込み額と同額を見込む。 

地方交付税 

・普通交付税について、基準財政収入額は、市税や地方譲与税、各種

交付金の推計値より見込み、基準財政需要額は、県が試算した令和

４年度の基準財政需要額を基礎とし、毎年１％程度の増加を見込む。 

・特別交付税は、令和３年度の決算見込み額と同額を見込む。 

分担金・負担金 

・寄附金 

使用料・手数料 

諸収入 

・令和３年度の決算見込み額と同額を見込む。 

国庫支出金 

県支出金 

繰入金 

・各歳出項目の推計値と過去５年の財源割合を基に試算した額を見込

む。 

財産収入 ・過去５年の平均額を基礎として見込む。 

市債 
・臨時財政対策債は、１０億円/年として見込む。 

・その他は、普通建設事業費の財源内訳を基に試算した額を見込む。 

 

＜歳出＞ 

項  目 推 計 方 法 

人件費 

・第６次定員適正化計画による職員数を基礎に新規採用者数の加算や

定年退職者数を除いて全体の人件費を試算したあと、普通建設事業

費に係る支弁人件費及び他会計人件費繰出金を除いて見込む。 

・報酬は、令和２年度決算額と同額を見込む。 

・共済費は、過去５年の人件費における構成割合より試算した額を見

込む。 

・退職金は、令和２年度決算額と同額を見込む。 

扶助費 
・令和２年度決算額を基礎に、過去５年の平均増加率に、物価上昇率

及び幼児教育・保育の無償化の影響を加味して見込む。 

公債費 

・令和２年度以前の既発債にかかる元利償還額分に、令和３年度以降

に見込まれる普通債及び臨時財政対策債の元利償還額を加算して見

込む。 
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項  目 推 計 方 法 

物件費 

維持補修費 

補助費等 

・令和２年度決算額を基礎に、過去５年の平均増減率に物価上昇率及

び消費税の税率引き上げの影響を加味して見込む。 

投資及び出資金

貸付金 

・令和２年度決算額を基礎に、過去５年の平均増減率に物価上昇率及

び消費税の税率引き上げの影響を加味して見込む。 

・「中小企業融資出資預託金」は同額を見込む。 

繰出金 

・国民健康保険特別会計繰出金は、令和２年度決算額を基礎に、総人

口推計及び物価上昇率を加味して見込む。 

・介護保険特別会計繰出金は、令和２年度決算額を基礎に、６５歳以

上人口推計及び物価上昇率を加味して見込む。 

・後期高齢者医療特別会計繰出金は、令和２年度決算額を基礎に、 

７５歳以上人口推計及び物価上昇率を加味して見込む。 

普通建設事業費 

・ベース事業として、毎年度１９億円を見込む。財源内訳は、国庫支

出金３億５，０００万円、市債７億５，０００万円、基金繰入金 

５，０００万円、一般財源７億５，０００万円として見込む。 

・大型事業として、庁舎等整備事業を見込む。 

 

＜大型事業を踏まえた長期的な公債費の見通し＞ 

項  目 推 計 方 法 

普通建設事業債 

・既発債及び以下の借入条件に基づく元利償還額により積算した。 

 ①ベース事業 令和 ４年度～１２年度 ７億５，０００万円 

10 年償還 令和１３年度～１７年度 ８億円 

利率 0.2％ 令和１８年度～２２年度 ９億円 

   令和２３年度～２７年度 １０億円 

   令和２８年度～３２年度 １１億円 

 ②庁舎等整備事業 令和 ４年度 １５億７１０万円 

 20 年償還  令和 ５年度 ２２億７，９６０万円 

利率 0.3％  令和 ６年度 ３億１，７９０万円 

（市町村振興資  令和 ７年度 ２億８３０万円 

金は無利子）   

臨時財政対策債

等 

・既発債及び以下の借入条件に基づく元利償還額により積算した。 

 20 年償還 令和 ４年度以降 １０億円 

 利率 0.3％  

 



７　中期財政見通し

＜歳入＞ （単位：百万円）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

11,734 11,374 11,898 12,047 12,096 12,240 12,397

213 213 213 213 213 213 213

各種交付金 2,175 2,181 2,181 2,181 2,181 2,181 2,181

利子割交付金 11 9 9 9 9 9 9

配当割交付金 65 60 60 60 60 60 60

株式等譲渡所得割交付金 79 46 46 46 46 46 46

法人事業税交付金 39 72 72 72 72 72 72

地方消費税交付金 1,785 1,799 1,799 1,799 1,799 1,799 1,799

ゴルフ場利用税交付金 18 15 15 15 15 15 15

環境性能割交付金 26 24 24 24 24 24 24

地方特例交付金 141 144 144 144 144 144 144

交通安全対策特別交付金 11 11 11 11 11 11 11

2,624 3,667 3,033 3,070 3,135 3,178 3,219

275 340 340 340 340 340 340

584 662 662 662 662 662 662

16,011 10,000 5,451 5,707 6,009 6,273 6,587

2,326 3,022 2,218 2,299 2,384 2,472 2,561

12 56 3 3 3 3 3

484 105 109 135 638 740 530

財政調整基金繰入金 451 0 0 0 138 336 460

1,421 1,127 0 0 0 0 0

575 657 657 657 657 657 657

1,822 2,905 3,257 4,030 2,068 1,958 1,750

40,256 36,308 30,022 31,344 30,386 30,918 31,099

＜歳出＞

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

4,962 5,025 5,018 5,030 5,042 5,054 5,054

8,786 9,261 9,270 9,676 10,100 10,543 11,007

2,105 2,129 2,184 2,328 2,351 2,357 2,318

5,242 5,299 4,914 5,004 5,105 5,218 5,344

485 530 505 515 525 535 546

11,062 4,918 1,434 1,544 1,665 1,798 1,945

1,037 2,038 430 132 3 3 3

97 115 103 103 103 103 103

2,595 2,709 2,711 2,762 2,814 2,863 2,880

2,214 2,651 3,454 4,250 2,680 2,444 1,900

28 0 0 0 0 0 0

38,614 34,677 30,022 31,344 30,386 30,918 31,099

財政調整基金繰入金 451 0 0 0 138 336 460

財政調整基金残高 3,121 4,158 4,586 4,715 4,577 4,241 3,781

※令和２年度は決算額、令和３年度は決算見込み額、令和４年度以降は推計額です。

繰越金

区　分

市税

地方譲与税

地方交付税

分担金・負担金・寄付金

使用料・手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

繰入金

諸収入

市債

歳入合計

人件費

扶助費

普通建設事業費

災害復旧事業費

歳出合計

区　分

繰出金

公債費

物件費

維持補修費

補助費等

積立金

投資及び出資金・貸付金
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８　財政指標の見通し
（単位：百万円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

232 1,042 427 129 ▲ 138 ▲ 336 ▲ 460
16,779 17,584 17,697 17,869 17,984 18,158 18,340
0.815 0.804 0.800 0.794 0.798 0.797 0.795
93.1 90.3 95.1 96.3 97.3 97.8 97.9
2.4 2.0 1.9 2.0 1.9 1.9 1.9

20,578 21,416 22,549 24,311 24,092 23,757 23,862
8,730 10,663 10,984 10,981 10,346 9,609 9,081

財政調整基金 3,121 4,158 4,586 4,715 4,577 4,241 3,781
その他特定目的基金 5,609 6,505 6,398 6,266 5,769 5,368 5,300

※令和２年度は決算額、令和３年度は決算見込み額、令和４年度以降は推計額です。

積立金現在高

区　分

実質単年度収支

標準財政規模

財政力指数

経常収支比率

実質公債費比率

市債現在高

社会保障関係経費の増加や庁舎整備にかかる

市債の償還等により、令和６年度以降は基金残

高が減少する見込みです。

＜財政調整基金＞

年度間の財源の不均衡を調整するために積み

立てておく基金です。

今後予定される庁舎整備などの大型事業によ

り、令和４年度から発行額が大きくなり、残高は

増加する見込みです。

＜市債＞

公共事業などの財源として金融機関などから借

入れた資金です。

市債発行を抑制しているため、庁舎整備にかか

る市債の償還を見込んでも実質公債費比率は

横ばい傾向となりますが、今後も老朽化した公

共施設の更新・長寿命化などが控えており、動

向を注視する必要があります。

＜実質公債費比率＞

借入金の返済である公債費などの負担状況を

示す指標です。

市税収入は人口増を見込んでいることから、堅

調に維持しつつも、社会保障関係経費の増加傾

向が継続することから、財政の弾力性は失われ

硬直化すると見込まれます。

＜経常収支比率＞

財政構造の弾力性を示しており、比率が高いほ

ど財政の硬直化が進んでいることを表します。

93.1

90.3

95.1
96.3

97.3 97.8 97.9

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

経常収支比率（％）

2.4 2.0 1.9 2.0 1.9 1.9 1.9

0.0

1.0

2.0

3.0

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

実質公債費比率
（％）

20,578

21,416

22,549

24,311 24,092

23,757

23,862

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

市債残高（百万）

3,121

4,158
4,586 4,715 4,577

4,241
3,781

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

財政調整基金残高（百万）
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９ 大型事業を踏まえた長期的な公債費の見通し

●普通建設事業債

●臨時財政対策債等

●合計 

 

R2決算額　

R4
939

R14
1,077

R24
1,092

R2決算額　

R4
1,245

R14
1,226

R24
1,035

R2決算額　

R4
2,184

R14
2,303

R24
2,126

大型事業を踏まえた長期的な公債費の見通し

普通建設事業債 

●臨時財政対策債等

978

R5
1,027

R15
1,078

R25
1,038

1,126

R5
1,302

R15
1,191

R25
1,035

2,104

R5
2,328

R15
2,269

R25
2,073

大型事業を踏まえた長期的な公債費の見通し

 

●臨時財政対策債等 

R6
1,094

R16
1,067

R26
952

R6
1,256

R16
1,151

R26
1,035

R2決算額を基準にした公債費増加額（Ａ）＋（Ｂ）

R6
2,351

R16
2,217

R26
1,986

大型事業を踏まえた長期的な公債費の見通し

R2決算額を基準にした公債費増加額（Ａ）

R7 R8
1,082

R17 R18
1,071

R27 R28
957

R2決算額を基準にした公債費増加額（Ｂ）

R7 R8
1,274

R17 R18
1,128

R27 R28
1,035

R2決算額を基準にした公債費増加額（Ａ）＋（Ｂ）

R7 R8
2,357

R17 R18
2,199

R27 R28
1,992
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大型事業を踏まえた長期的な公債費の見通し 

R2決算額を基準にした公債費増加額（Ａ）

R8 R9
1,048

R18 R19
1,076 1,072

R28 R29
963

R2決算額を基準にした公債費増加額（Ｂ）

R8 R9
1,270 1,273

R18 R19
1,114 1,112

R28 R29
1,035 1,035

R2決算額を基準にした公債費増加額（Ａ）＋（Ｂ）

R8 R9
2,318 2,187

R18 R19
2,189 2,184

R28 R29
1,998 2,005

 

R2決算額を基準にした公債費増加額（Ａ）

R9 R10
915 961

R19 R20
1,072 1,088

R29 R30
970 991

R2決算額を基準にした公債費増加額（Ｂ）

R9 R10
1,273 1,287

R19 R20
1,112 1,100

R29 R30
1,035 1,035

R2決算額を基準にした公債費増加額（Ａ）＋（Ｂ）

R9 R10
2,187 2,248

R19 R20
2,184 2,187

R29 R30
2,005 2,026

R2決算額を基準にした公債費増加額（Ａ） 1,628

R10 R11
961 979

R20 R21
1,088 1,096

R30 R31
991 1,012

R2決算額を基準にした公債費増加額（Ｂ） 597

R10 R11
1,287 1,305

R20 R21
1,100 1,085

R30 R31
1,035 1,035

R2決算額を基準にした公債費増加額（Ａ）＋（Ｂ） 2,224

R10 R11
2,248 2,284

R20 R21
2,187 2,181

R30 R31
2,026 2,047

1,628 （単位：百万円）

R12
979 1,026

R22
1,096 1,096

R32
1,012 1,034

597 （単位：百万円）

R12
1,305 1,299

R22
1,085 1,079

R32
1,035 1,035

2,224 （単位：百万円）

R12
2,284 2,325

R22
2,181 2,176

R32
2,047 2,069

 

（単位：百万円）

R13
1,026 1,024

R23
1,096 1,085

R33
1,034 1,057

（単位：百万円）

R13
1,299 1,258

R23
1,079 1,075

R33
1,035 1,035

（単位：百万円）

R13
2,325 2,282

R23
2,176 2,160

R33
2,069 2,092
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普通建設事業債については、庁舎建設事業分を加味したとしても、令和元年度決算額

（１１．６億円）を下回る水準で推移する見通しとなっています。なお、次期ごみ処理

施設整備事業については、スケジュールや財政負担額が決定していないため、公債費の

見通しには反映していません。 

 

 

１０ 今後の取組について 

市税収入は、人口増などの影響を受け、堅調に推移しつつも、社会保障関係経費の増

加傾向が続く見込みであり、令和元年度を初年度とする「四街道市総合計画後期基本計

画」の各事業の推進や、老朽化した公共施設の更新・長寿命化など、様々な課題に対応

していく必要があります。 

これらの推進にあたっては、令和元年度からの「第８次行財政改革推進計画」に沿っ

た取組を着実に推進することはもとより、引き続き、全庁的な体制のもと、毎年度事業

の見直しなどを行い、執行段階においても、更なる収支改善を目指して、持続可能な財

政運営に努めてまいります。 

 



 

 

 

 

◎四街道市役所 経営企画部 財政課 

 〒２８４－８５５５ 

 四街道市鹿渡無番地 

 電 話：０４３－４２１－６１１１（直通） 

 E-mail：yzaisei@city.yotsukaido.chiba.jp 


